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【議案第１号】令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第１号）

【単位：千円】

補正後の額補正前の額補正額所 属会計

3,273,5753,273,5750教 育 政 策 課
一

般

会

計

5,018,1825,018,1820財 務 福 利 課

3,740,4683,677,31463,154高 校 教 育 課

148,070148,0700義 務 教 育 課

875,210875,2100特 別 支 援 教 育 課

95,813,51895,813,5180教 職 員 課

1,012,6031,012,6030生 涯 学 習 課

3,412,5423,412,5420ス ポ ー ツ 振 興 課

794,306794,3060文 化 財 課

358,378358,3780人 権 同 和 教 育 課

114,446,852114,383,69863,154合 計

231,079231,0790
財 務 福 利 課

特
別
会
計

（ 県 立 学 校 実 習 事 業 ）

4,992,1884,992,1880
財 務 福 利 課

（ 育 英 資 金 ）

5,223,2675,223,2670合 計

119,670,119119,606,96563,154総 計

１ 予算議案

○ 歳出予算課別集計表（教育委員会）
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１ 予算議案

令和６年度６月補正歳出予算説明資料（目別総括表）　　高校教育課
（単位：千円）

国庫支出金 その他特定 一般財源

高校教育課　計 3,677,314 63,154 63,154 0 0 3,740,468 3,664,579 3,261,671 

  一般会計 3,677,314 63,154 63,154 0 0 3,740,468 3,664,579 3,261,671 

　（款）教育費 3,677,314 63,154 63,154 0 0 3,740,468 3,664,579 3,261,671 

　（項）教育総務費 3,574,740 49,566 49,566 0 0 3,624,306 3,533,172 3,127,474 

　　（目）事務局費 2,904,898 26,480 26,480 0 0 2,931,378 2,980,649 2,459,720 

　　（目）教育指導費 669,842 23,086 23,086 0 0 692,928 552,523 667,754 

　（項）高等学校費 99,640 13,588 13,588 0 0 113,228 126,873 129,663 

　　（目）高等学校総務費 17,891 0 0 0 0 17,891 35,042 34,771 

　　（目）教育振興費 71,313 13,588 13,588 0 0 84,901 80,995 84,505 

　　（目）通信教育費 10,436 0 0 0 0 10,436 10,836 10,387 

　（項）社会教育費 2,934 0 0 0 0 2,934 4,534 4,534 

　　（目）芸術文化振興費 2,934 0 0 0 0 2,934 4,534 4,534 

区分

令和６年度 令和５年度

当初予算額 最終予算額補正前の額 補正額
財源内訳

補正後の額
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１ 予算議案

令和６年度６月補正歳出予算説明資料　【一般会計（事項別）】　　高校教育課
（単位：千円）

目 事項
補正額 事項名 補正前の額 補正額 説明及び事業名 補正後の額

事務局費 26,480 一般運営費（教育庁共通） 105,551 26,480 教育庁共通事務に要する経費【物価高騰対策に伴う補正】 132,031
１　県立学校給食等緊急支援事業　（国定額） 26,480 

教育指導費 23,086 学力向上推進費 415,564 23,086 学力向上の事業に要する経費【国庫補助決定等に伴う補正】 438,650
１　ひなたＤＸハイスクール事業　（国１０／１０） 10,000 

[新] ２　「ひなたの学び」ハイスクール・ネットワーク構築事業
　　（国１０／１０）

6,826 

３　高校生グローバル・イノベーター育成支援事業
　　（国１０／１０）

6,260 

教育振興費 13,588 産業教育振興費 7,072 13,588 産業教育振興に要する経費【国庫補助決定等に伴う補正】 20,660
[新] １　高校生有機農業実践事業　（国１０／１０） 6,088 
[新] ２　持続的な食料システムを担う次世代リーダー育成事業

　　（国１０／１０）
7,500 
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県内いずれの高等学校に進学した生徒に対しても、生徒一人一人の個性や実情に応じて「多様な学習ニー
ズへの対応」が可能となるよう、遠隔教育や通信教育等を積極的に活用し、「共通性（柔軟で質の高い学
び）を確保するための教育課程」に関する調査研究を行うための域内の学校間ネットワークを構築する。

事業の目的

⑴ 事業内容

⑵ 事業の仕組み 県

⑶ 成果指標 遠隔授業や通信教育を通して「自ら学ぶようになった」と回答した生徒の割合
令和５年度 66.4％ → 令和８年度 100.0％

事業の概要

「ひなたの学び」ハイスクール・ネットワーク構築事業新

令和６年度～令和８年度事業の期間

高校教育課 ６，８２６千円
【財源：国庫】

① 遠隔教育（ライブ配信型）に関する取組み
● 柔軟で質の高い学びの機会の確保を目指した遠隔授業の実施

専門性の高い教員や外部有識者によるテーマ別授業（地歴、情報）
県内外の文化施設等と連携したテーマ別授業（理科、芸術）

●学校・学科の垣根を越えた「探究的な学び」の機会の拡充
多様な生徒と教員、外部有識者によるオンライン探究フォーラム
（総合的な探究の時間）

② 通信教育（オンデマンド配信型）に関する取組み
●多様な学習ニーズに対応する「学びのコンテンツ」の開発

高い指導力を有する教員によるオンデマンド型セミナー（教科別講座）
民間と連携したオンデマンド型セミナー（各種検定、公務員試験）

●単位の履修・修得に関する研究
多様なメディアを活用した通信教育に関する研究（通信制高校と連携）
不登校支援を想定した通信教育に関する研究
（県教育支援センターと連携）

１ 予算議案
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次世代農業に対応できる人材を育成するために、高鍋農業高等学校において有機農業に関する教育の充実
と推進を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 有機農業教育実習農場等整備事業 ４，５７９千円

有機農業の実践および有機JASを認証取得するために必要な実習農場の整備を行う

② 有機農業教育研修事業 １，５０９千円
ア）指導者確保および育成

有機農業指導員等の外部指導者を確保するとともに、教職員の指導力向上に必要な研修を行う
イ）先進取組事例研究

有機農業に先進的に取り組んでいる事例について研究を行う（外部講師招聘、視察研修）

⑵ 事業の仕組み
①②県

⑶ 成果指標
・園芸科学科実習農場において有機JAS認証を新規取得する（令和６年度）
・有機農業に関する研修（視察研修、講習会等）の実施回数 令和５年度 １回 ⇒ 令和６年度 １０回

事業の概要

高校生有機農業実践事業新

令和６年度事業の期間

高校教育課 ６，０８８千円
【財源：国庫】

１ 予算議案
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産業界等との連携体制を構築・強化することによって、グローカルな視点をもった持続的な食料・農業に
関する学びを充実させ、持続可能な食料システムの構築に貢献できる次世代リーダーを育成する。

事業の目的

⑴ 事業内容
農林水産省「みどりの食料システム戦略」の４分野（調達・生産・加工流通・消費）における産学官連

携型の教育プログラムを開発する。
①地域をフィールドとした学び

ア）最新・最先端技術研修
イ）全学科横断・協働型探究学習

（例）・持続的な食料システムを実現するためのPBL
・農水省「みどり戦略学生チャレンジ」への取組

②グローバルな視点の学び（ヨーロッパ）
ア）海外の農業・流通・食文化に関する学習
イ）海外の学校との姉妹校締結による国際交流

⑵ 事業の仕組み
県

⑶ 成果指標
・専門の学びを活かした進路を選択する卒業生の割合

令和３～５年度平均 ４６％ →  令和７年度 ７０％

事業の概要

持続的な食料システムを担う次世代リーダー育成事業新

令和６年度～令和７年度事業の期間

高校教育課 ７，５００千円
【財源：国庫】

高い専門性と幅広い視点を備えた、
農業や食料の持続性を創造できる人材

海外の学び

大学、関係機関、産業実務家等

連 携 連 携

農業 食

地域での学び

環境工学

生活文化

食品工学 生産流通

生物工学宮崎農業高校

持続可能な食料システム構築の実現へ！！

１ 予算議案
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【議案第１号】令和６年度宮崎県一般会計補正予算（第１号、繰越明許費の追加）

（単位：千円）（１） 繰越明許費（追加）

金 額事 業 名項款課名

491,000練習環境整備事業保健体育費教育費スポーツ振興課

491,000計１事業

１ 予算議案

スポーツ振興課
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⑴ 改正の理由

スポーツ振興課

⑵ 改正の内容

令和９年度に本県で開催される第８１回国民スポーツ大会・第２６回全国障害者ス
ポーツ大会に向け、県が整備を進めている宮崎県プール、宮崎県山之口陸上競技場及
び宮崎県山之口投てき練習場（以下「プール等」という。）について、教育関係の公
の施設としての使用料を定めるなど関係規定の改正を行うもの。

２ 特別議案

【議案第７号】 教育関係使用料及び手数料徴収条例の一部を改正する条例

① 利用者が使用料を納める公の施設として、プール等を追加する。【第２条】

② プール等の使用料として、別紙１、２の金額等を追加する。【別表第１】

⑶ 施行期日

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日。

10

教育委員会10



プール使用料（利用料金）一覧 別紙１

２ 特別議案
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２ 特別議案

12

教育委員会12



２ 特別議案

陸上競技場及び投てき練習場使用料（利用料金）一覧 別紙２
13
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２ 特別議案

14

教育委員会14



２ 特別議案

⑴ 改正の理由

スポーツ振興課

⑵ 改正の内容

令和９年度に本県で開催される第８１回国民スポーツ大会・第２６回全国障害者ス
ポーツ大会に向け、県が整備を進めている宮崎県プール、宮崎県山之口陸上競技場及
び宮崎県山之口投てき練習場（以下「プール等」という。）について、教育関係の公
の施設として定めるなど関係規定の改正を行うもの。

【議案第９号】 教育関係の公の施設に関する条例の一部を改正する条例

① 教育関係の公の施設として、プール等を追加する。【別表第１】
② 指定管理者に管理を行わせることができる教育関係の公の施設として、プール

等を追加する。【別表第２】
③ 指定管理者に収受させることができるプール等の利用料金の基準として、別紙

１、２の金額等を追加する。【別表第３】

⑶ 施行期日
公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定める日。ただし、附

則第２項の規定は公布の日。

⑷ 準備行為
指定管理に関し必要な行為は、この条例の施行前においても行うことができる。

【附則第２項】
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３ 報告事項

令 和 ５ 年 度 宮 崎 県 繰 越 明 許 費 繰 越 計 算 書

（単位：円）（一般会計）

左 の 財 源 内 訳

翌年度繰越額金 額事 業 名項款
一 般 財 源

未 収 入 特 定 財 源
既収入特定財源

そ の 他県 債国 庫 支 出 金

00178,300,000046,643,000224,943,0001,104,699,000県立学校老朽化対策事業教育総務費教 育 費

0015,200,000021,871,00037,071,00052,346,000県立学校運動場整備事業保健体育費教 育 費

000100,000,0000100,000,000100,000,000ひなたＤＸハイスクール事業教育総務費教 育 費

12,373,0000012,373,000024,746,00053,745,000産業教育設備事業高等学校費教 育 費

300,00000300,0000600,0001,300,000
特別支援学校性被害防止対策
事業

教育総務費教 育 費

0010,100,00001,290,00011,390,000107,000,000
未来を創る！高等特別支援
学校整備事業

教育総務費教 育 費

00485,300,000267,256,000108,589,000861,145,000984,341,000練習環境整備事業保健体育費教 育 費

1,619,00000001,619,0009,000,000文化財保存整備補助事業社会教育費教 育 費
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３ 報告事項

（一般会計） （単位：円）

令 和 ５ 年 度 宮 崎 県 事 故 繰 越 し 繰 越 計 算 書

説 明

左 の 財 源 内 訳

翌 年 度
繰 越 額

支出負担
行 為
予 定 額

左 の 内 訳

支出負担
行 為 額

事 業 名項款
一般財源

未収入特定財源既収入
特 定
財 源

支出
未済額

支出済額
その他県債

国庫
支出金

用地の所有者変更に伴う関係
機関との協議等に日時を要し
たことによるもの。

5,729,00000005,729,00005,729,0003,819,0009,548,000
練習環境整備
事業

保健体育費教 育 費
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宮崎県立高等学校教育整備基本方針（中間見直し）について
高校教育課

⑴ 現方針概要
① 目的 望ましい学校規模の在り方や多様な学習ニーズに応じた取組の推進方

策など、高等学校教育の質の向上と、生徒にとってより良い教育環境の
提供を進めることで、より魅力のある県立高等学校を実現するため、令
和３年３月に現方針を策定・公表。

② 期間 令和３年度から令和10年度まで（８年間）※令和６年度末を目途に見直し

③ 内容 下記の２つの柱を中心に、新時代へ向けた本県高等学校教育の目指す
基本方針を示したもの

ア「魅力ある高等学校教育の推進」 イ「活力ある高等学校教育の推進」
・高等学校教育の質の向上 ・活力ある県立高校づくりの方向性
・学科等の方向性 ・各地域の学びの在り方

⑵ 見直しの内容
昨今の少子化の影響など、高等学校教育を取り巻く社会の変化に対応するため、令

和６年度末を目途に方針の見直しが提言されており、本年度、外部有識者等の意見を
伺いながら、学科等の方向性や、募集定員の見通しが今後の4年間も適切であるか等
を検討する。また、「宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）」等との整合を図る。

４ その他報告事項
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⑶ 見直しのスケジュール

定例教育委員会報告令和６年 ５月

常任委員会報告６月

（方針見直し原案の報告、
意見聴取）

第１回懇話会
定例教育委員会

７月

（方針見直し原案の報告、
意見聴取）

第２回懇話会１０月

（方針見直しの素案報告）定例教育委員会１１月

（方針見直しの素案報告）
（方針見直し案の修正）

常任委員会
パブリックコメント実施

１２月

（最終案報告）定例教育委員会付議令和７年 ２月

（最終案報告）常任委員会
公表

３月

※ 令和６年８月、１１月に開催される産業教育審議会にて産業系学科の
在り方について協議する予定

４ その他報告事項
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４ その他報告事項

⑴ 宮崎県総合運動公園有料公園施設、宮崎県体育館及び宮崎県ライフル射撃競技場の現在の管理運営

状況について

① 施設の概要

○ 施設名 ・宮崎県総合運動公園有料公園施設 宮崎市大字熊野１４４３－１２

・宮崎県体育館 宮崎市宮崎駅東２丁目４番地１

・宮崎県ライフル射撃競技場 宮崎市田野町乙４７６５－１

○ 指定管理者 宮崎県体育・スポーツ振興グループ

代表構成員：公益財団法人宮崎県スポーツ施設協会

構 成 員：公益財団法人宮崎県スポーツ協会

○ 指定期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日（５年間）

② 施設利用状況

令和５年度令和４年度令和３年度指 標

１，１９８１，３２４７４８施設利用者数（単位：千人）

１１２，３８６１１３，８７３８４，３８８施設利用料金収入（単位：千円）

スポーツ振興課宮崎県スポーツ施設の指定管理について 20
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４ その他報告事項

④ 利便性やサービス向上、利用者増の取組
○ 施設開館日・開業時間の延長等による利便性向上
○ ホームページを活用した施設空き状況の提供
○ スポーツ施設管理士講習会等の講習及び研修等の実施による職員の資質向上

⑤ 評価
経費削減等に取り組みながら利用者サービスの維持に努めているが、利用料金収入を増加さ

せるための更なる取組が必要である。

令和５年度令和４年度令和３年度内 容
４４１，３１７４１５，４２４４５１，１２８収 入(a)
２９８，６６６２９８，６６６２９８，６６６指定管理料
１１２，３８５１１３，８７３８４，３８８利用料金収入

３，０９２２，８７５２，２１６自主事業収入
２７，１７４１０６５，８５８その他

４３７，７９８４３３，５５５４５２，４９３支 出(b)
１５５，８１１１５８，５２７１５１，４８１人件費
１０２，３２０１１５，１８０１０１，８３６光熱水費
１６３，３２９１３８，７３８１４９，０９２維持管理費

１６，３３８２１，１１０５０，０８４その他
３，５１９－１８，１３１－１，３６５収支差額(a-b)

③ 施設収支状況 （単位：千円）
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４ その他報告事項

⑵ 次期の募集方針について
① 業務の範囲等

○宮崎県総合運動公園有料公園施設、宮崎県体育館及び宮崎県ライフル射撃競技場
ア 業務の範囲
・宮崎県総合運動公園有料公園施設等の利用に関する業務
・宮崎県総合運動公園有料公園施設等の維持及び保全に関する業務
・その他宮崎県総合運動公園有料公園施設等の管理運営に関する業務

イ 指定期間 令和７年４月１日～令和９年３月３１日（２年間）
ウ 基準価格 令和７年度 ４４０，５０１千円

令和８年度 ４４６，１３６千円
※今期と比較し年額１４１，８３５千円の増額
増額理由：人件費、光熱水費等の見直しのため

○宮崎県山之口陸上競技場及び宮崎県山之口投てき練習場（新設）
ア 施設の概要
・ 宮崎県山之口陸上競技場 都城市山之口町花木２３８１番地４
・ 宮崎県山之口投てき練習場 同上

イ 業務の範囲
・宮崎県山之口陸上競技場及び投てき練習場の利用に関する業務
・宮崎県山之口陸上競技場及び投てき練習場の維持及び保全に関する業務
・その他宮崎県山之口陸上競技場及び投てき練習場の管理運営に関する業務

ウ 指定期間 令和７年４月１日～令和１２年３月３１日（５年間）
エ 基準価格 年額１０８，８３３千円（指定期間総額５４４，１６５千円）

② 募集概要
○期 間 令和６年７月４日～９月５日（約２か月）
○説明会 宮崎県総合運動公園有料公園施設等 令和６年７月１６日（火）

宮崎県山之口陸上競技場及び投てき練習場 令和６年７月２２日（月）
○広 報 県公報、県ホームページ、新聞・テレビ・ラジオ、経済団体の会報等
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※指定管理候補者選定会議の確認後、県が指定管理候補者を選定する。

イ 指定管理候補者選定委員会委員

③ 選定
ア 審査の流れ

内 容構 成審査区分

申請書類に基づいて資格審査を実施県書類審査（９月中旬）

書類審査を通過した応募者を対象に、各応募者のプレ
ゼンテーション及びヒアリングを行い、審査を実施

イのとおり
（外部委員のみ）

指定管理候補者選定委
員会による審査（９月
下旬）

選定委員会の審査結果を、施設所管課において選定基
準等に基づき評価した結果と照らし合わせ、候補者
（案）が異なっていないかを確認

ウのとおり
（県職員のみ）

指定管理候補者選定会
議による確認（１０月
上旬）

宮崎大学教育学研究科 教授三 輪 佳 見委員長

宮崎県スポーツ推進委員協議会 会長
宮崎県パラスポーツ指導者協議会 会長
宮崎県サッカー協会 専務理事
公認会計士

岡本 真奈美
小 林 真 美
柳 田 和 洋
永 野 正 規

委 員

ウ 指定管理候補者選定会議委員

教育長議長
副教育長副議長
教育政策課長
スポーツ振興課長
人事課行政改革推進室長

委 員

④ 選定基準
ア 住民の平等な利用の確保
イ 公の施設の効用を最大限に発揮する事業計画
ウ 経費の縮減等
エ 事業計画を着実に実施するための管理運営能力
オ 地域への貢献等

４ その他報告事項
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４ その他報告事項

配点審 査 項 目選定基準

１０

施設運営に関する基本方針
県が示した管理の基準に対する理解及び対応
その他（住民の平等な利用の確保に関する提案等）

ア 住民の平等な利用
の確保

３４

利用者サービスの向上及び利用者増への取組に関する提案
利用者満足度の把握や苦情・要望対応、運営改善への反映
施設の設置目的の理解と課題の認識
指定管理者の業務に対する意欲
施設等の維持管理の適格性
その他（施設の効用の発揮に対する提案等）

イ 公の施設の効用を
最大限に発揮する事
業計画

８
指定期間内に県が支払う指定管理料の提案額
業務遂行のための適切な経費の積算
管理業務の効率化と経費の縮減に関する考え方・提案

ウ 経費の縮減等

４２

必要な体制の確保（適正な組織、人員配置、責任体制）
職員の能力育成（研修体制）

継続的に安定した運営が可能な財政的基盤（経営状況）
過去の類似事業の実績、評価

リスク管理の具体的な対応策 等

エ 事業計画を着実に
実施するための管理
運営能力

６
環境保全への対応
地域経済への配慮
障がい者への就労支援への対応

オ 地域への貢献等

１００合 計

⑤ 審査項目・配点
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